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※下記の内容は、2016年 10月1日現在施行されている法律に基づいています。 

1. 業務上の傷病の場合 

 労働基準法19条 1項本文は、「使用者は、労働者が業務上負傷し、または疾病にかかり療養のために

休業する期間及びその後 30 日間（中略） は、解雇してはならない」と定めている。そこで、試用期間

中の社員が業務上の傷病にかかり、療養のために休業した場合、使用者が、その休業を理由として本

採用拒否をすることができるかどうかは、試用期間中の社員が同条の「労働者」に当たるか否かによ

ることになる。 

 労働基準法の「労働者」については、同法 9 条に定義が定められている。同条には、「この法律で

『労働者』とは、職業の種類を問わず、事業又は事務所（以下『事業』という。） に使用される者で、賃

金を支払われる者をいう」とある。 

 この点、別の設問で説明したとおり、試用期間ではあっても、すでに当事者間に雇用契約は成立し

ており、試用期間中の社員は「使用される者」で「賃金を支払われる者」でもあるのだから、「労働

者」に当たる。 

 したがって、試用期間中の社員にも上記の解雇制限規定は適用されるから、上記の期間中に本採用

拒否をすることはできない。 

 なお、労働基準法 19 条で解雇を制限しているのは、「療養」のために休業する期間およびその後

30 日間であり、これは、労働基準法ないし労災保険法上の療養補償給付ないし休業補償給付の対象

となる「療養」を指す。したがって、治癒（症状固定）後の通院期間は、同条に含まれない（光洋運輸

事件 名古屋地裁 平元. 7.28 判決）。また、通勤災害に基づく療養期間も、解雇制限の対象とはならない。 

 

2. 私傷病の場合 

 私傷病の場合は、一般的には、3カ月ないし6カ月程度の試用期間の中で、長期欠勤という事態が

発生したのであるから、使用者は、雇用契約締結時には知ることができなかった健康状態に対する不

安が顕在化し、また長期欠勤をしたことによって試用期間中に消化すべきであったプログラムを消化

することができず、本採用を決断するだけの資料も十分には収集できていないという事態に至ってい

ると予想されるので、三菱樹脂事件判決（最高裁大法廷 昭 48.12.12 判決）がいう「解約権留保の趣旨、

目的に徴して、客観的に相当であると認められる場合」に当たり、本採用拒否が認められるであろう。 

 もっとも、就業規則で休職制度が定められており、それが試用期間中の社員にも適用されるものと

なっている場合には、回復の見込みがないなど特段の事情がない限り、まず休職制度を適用すべきで

あり、それを適用せずに本採用拒否をした場合には、無効と判断される可能性が高い。 

 

 

詳細は会員コーナーで閲覧してください。 


